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国家機構図第2部

国家機構図

外交部
国防部　
国家発展・改革委員会
　国家糧食・物資儲備局
　国家能源局
教育部
科学技術部
工業・信息化部
　国家国防科技工業局
　国家煙草専売局
国家民族事務委員会
公安部
　国家移民管理局
国家安全部
民政部
司法部
財政部
人力資源・社会保障部
　国家外国専家局
　国家公務員局

自然資源部*
　国家林業局・草原局
生態環境部*
住房・城郷建設部
交通運輸部
　国家鉄路局
　中国民用航空局
　国家郵政局
水利部
農業農村部*
商務部
文化・旅游部*
　国家文物局
国家衛生・健康委員会*
   国家中医薬管理局
退役軍人事務部*
応急管理部*
   国家煤砿安全監察局
中国人民銀行
　国家外匯管理局
審計署

全国人民代表大会

常  務  委  員  会

国 家 主 席
国家副主席

国務院
中央軍事
委 員 会

最高人民
法      院

最高人民
検 察 院

国家監察
委員会

地方各級
監察委員会

地方各級人民代表大会

常 務 委 員 会

地方各級
人民政府

地方各級
人民法院

地 方 各 級
人民検察院

＜部、委員会と国家局＞

国務院直属機構
(10署局)

国務院事務機構
(2室)

国務院直属事業単位
(9単位)

詳細は次頁参照
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国務院直属特設機構

国有資産監督管理委員会

国務院直属機構

海関総署
国家税務総局
国家市場監督管理総局
国家広播電視総局
国家体育総局

国家統計局
国家国際発展合作署
国家医療保障局
国務院参事室
国家機関事務管理局

国務院事務機構 国務院直属事業単位

国務院港澳事務弁公室
国務院研究室

新華通訊社
中国科学院
中国社会科学院
中国工程院
国務院発展研究中心
中央広播電視総台*
中国気象局
中国銀行保険監督管理委員会
中国証券監督管理委員会

その他の機構

国家薬品監督管理局
国家信訪局

自然資源部  国土資源部、国家海洋局、国家測絵地理信息局を統合し新設。発展改革委、
住宅･都市農村建設部、水利部、農業部、国家林業局の職責の一部を移譲。

生態環境部  環境保護部を改編し新設。発展改革委、国土資源部、水利部、農業部、国家
海洋局の職責の一部を移譲。

農業農村部  農業部を改編し新設(漁船の検査検証･監督管理の職責は交通運輸部へ移管)。
発展改革委、財政部、国土資源部、水利部の職責の一部を移譲。

文化･旅遊部 文化部と国家旅遊局を統合し新設。

国家衛生健康委員会  国家衛生･計画出産委員会と国務院深化医薬衛生体制改革領導小組弁公室を
統合し新設。全国老齢工作委員会弁公室、工業･情報化部、国家安全生産監
督管理総局の職責の一部を移譲(全国老齢工作委員会は残置。中国老齢協会
を代替管理し、国家中医薬管理局を管理する)。

退役軍人事務部  新設。民政部、人的資源･社会保障部、中央軍事委員会政治工作部と中央軍
事委員会後勤保障部の職責の一部を移譲。

応急管理部  国家安全生産監督管理総局を統合し新設。国務院弁公庁、公安部、民政部、
国土資源部、水利部、農業部、国家林業局、中国地震局、国家防汛抗旱総指
揮部･国家減災委員会･国務院抗震救災指揮部･国家森林防火指揮部の職責の一
部を移譲。(中国地震局、国家煤鉱安全監察局を管理、総合的な常備応急的
中核力を管理)。

上記の表は当協会のホームページ(http://www.japit.or.jp/)からダウンロードが可能です。ご利用下さい。


